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○南三陸町就労奨励金交付要綱 

令和元年１０月１日 

告示第７４号 

（趣旨） 

第１条 町は、町内経済の基盤を支える中小企業等の労働力の確保並びに移住及び定住の促

進を図るため、予算の範囲内において南三陸町就労奨励金（以下「奨励金」という。）を

交付するものとし、その交付等に関しては、南三陸町補助金等交付規則（平成１７年南三

陸町規則第３３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるとこ

ろによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 事業者 南三陸町内に事務所、店舗又は工場（以下「事業所」という。）を有す

る中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する

中小企業者をいう。）、町内に介護老人保健施設等又は特別養護老人ホーム等（以下「施

設等」という。）を有する医療法人（医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する

医療法人をいう。）、社会福祉法人（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に規定す

る社会福祉法人をいう。）及び町内に施設等を有する保健、医療又は福祉の増進を図る

活動を行う特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に規

定する特定非営利活動法人をいう。）であって、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６

号）の適用を受けているものをいう。ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業を営む者及

び町税に滞納がある者を除く。 

（２） 新規学卒者 中学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく南三陸町

内の中学校をいう。以下同じ。）を卒業した者であって、学校（中学校並びに学校教育

法に規定する高等学校、特別支援学校、大学、高等専門学校及び専修学校又は職業能力

開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に規定する職業能力開発校をいう。以下同じ。）

における教育課程又は訓練課程を終了した後３箇月以内に事業者に雇用され、その雇用

された日から引き続き町内に住所を有するものをいう。ただし、事業主又は取締役と２

親等以内の親族関係にある者を除く。 

（３） Uターン者 南三陸町から転出（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第
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２４条に規定する転出をいう。）し、当該転出から１年が経過した後に南三陸町に転入

（住民基本台帳法第２２条第１項に規定する転入をいう。以下同じ。）した者であって、

事業者に雇用された日において５０歳以下のものをいう。ただし、当該転出又は転入が

同一の事業所又は施設等における転勤に起因する場合を除く。 

（４） Iターン者 南三陸町内に一度も住所を有していなかった者であって、南三陸町

に転入し、かつ、事業者に雇用された日において５０歳以下のものをいう。ただし、当

該転入が同一の事業所又は施設等における転勤に起因する場合を除く。 

（交付対象者） 

第３条 奨励金の交付対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

（１） 新規学卒者であって、常用の労働者（雇用期間の定めのない労働者又は１年以上

の雇用が見込まれ、かつ、１週間の所定労働時間を３０時間以上として雇用された労働

者をいう。以下「常用労働者」という。）として６箇月以上雇用されているもの 

（２） Uターン者又はIターン者であって、常用労働者として６箇月以上雇用されてい

る者 

（３） 前２号に掲げる雇用の継続により常用労働者として１８箇月以上雇用されている

者 

２ 前項の規定にかかわらず、過去に奨励金の交付を受けている者並びに廃止前の南三陸町

新規学卒者雇用促進奨励金交付要綱（平成１８年南三陸町告示第１４０号）に基づく南三

陸町新規学卒者雇用促進奨励金の交付の要件の対象となった者及び廃止前の南三陸町U

ターン等雇用促進奨励金交付要綱（平成２８年南三陸町告示第７０号）に基づく南三陸町

Uターン等雇用促進奨励金の交付の要件の対象となった者は、奨励金の交付対象者としな

い。 

（奨励金の額） 

第４条 奨励金の額は、次のとおりとする。 

（１） 前条第１号又は第２号に該当する者 ２０万円 

（２） 前条第３号に該当する者 １０万円 

（奨励金の交付の申請） 

第５条 奨励金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる期日

までに、規則第４条第１項の規定による南三陸町就労奨励金交付申請書（様式第１号。以

下「申請書」という。）により、町長に申請しなければならない。 

（１） 第３条第１号又は第２号に該当する者 雇用された日から起算して６箇月を経過



3/4 

する日の属する月の翌月２０日まで 

（２） 第３条第３号に該当する者 雇用された日から起算して１８箇月を経過する日の

属する月の翌月２０日まで 

２ 規則第４条第２項に規定する町長が必要と認める書類は、次のとおりとする。 

（１） 申請者に係る雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し 

（２） 新規学卒者にあっては住民票（住民基本台帳法第６条に規定する住民票をいう。）

の写し、Uターン者又はIターン者にあっては戸籍の附票（住民基本台帳法第１６条に

規定する戸籍の附票をいう。）の写し 

（３） 雇用契約書又は雇用通知書の写し 

（４） 雇用された日から申請の日までの出勤簿の写し又はこれに代わるもの 

（５） 直近に終了した学校の卒業証書の写し又はこれに代わるもの（新規学卒者に限

る。） 

（６） 申請の日において納期が到来している町税（申請者が納税義務者である町税に限

る。）の納税証明書 

３ 規則第４条第２項第１号から第３号までに掲げる書類の添付は、同条第３項の規定によ

り、省略させる。 

（決定及び通知） 

第６条 町長は、前条第１項の申請があったときは、その内容を審査し、申請書を受理した

日から３０日以内に奨励金の交付の適否を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の審査の結果、奨励金を交付することが適当と認めたときは、規則第５条

の規定による奨励金の交付の決定を行うとともに、規則第１４条の規定による奨励金の額

の確定を行い、様式第２号及び様式第３号により、申請者にそれぞれ通知するものとする。 

３ 町長は、第１項の審査の結果、奨励金を交付することが適当でないと認めたときは、様

式第４号により、申請者に通知するものとする。 

（奨励金の交付） 

第７条 町長は、交付することと決定し、その額を確定した奨励金について、奨励金の額の

確定の日の属する月の翌月末日までに交付するものとする。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 
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１ この告示は、令和元年１０月１日から施行し、平成３０年４月１日以後に雇用された新

規学卒者又はUターン者若しくはIターン者に適用する。 

（適用） 

２ この告示は、令和２年度以降の各年度において奨励金に係る予算が成立した場合は、当

該奨励金にも適用する。 

 


